
鹿児島県における感染拡大の警戒基準
（オミクロン株対応の感染拡大の警戒基準）

１ 趣旨

令和４年12月２日
新型コロナウイルス感染症感染防止対策課

２ 警戒基準

 新型コロナウイルス感染症対策については，医療・公衆衛生において，①十分に制御
可能なレベルに感染を抑制し，死亡者・重症者数を最小化する，②感染レベルをなるべ
く早期に減少に転じさせる，ことに取り組んだ上で，経済との両立を図ることが重要で
ある。

 このため，感染状況等を継続的に監視し，その変化が見られた場合，県民に対して適
切に情報提供を行い，感染拡大への警戒を呼びかけるとともに，感染状況の変化等に応
じて，感染リスクの高い場面における接触機会の低減や感染拡大防止対策の強化を検討
するなど，県民に対して「本県の感染状況や対策等の見える化」(警戒基準の設定)を図
るものである。

 保健医療の負荷の状況や社会経済活動の状況等に応じて，レベル１から４を設定。

 レベルの判断に当たっては，最大確保病床使用率等の【指標】を注視した上で，保健医
療の負荷の状況等の【事象】や新規陽性者数，重症者及び中等症Ⅱ者の数なども考慮し，
専門家の意見も踏まえ，特に社会的基盤である医療提供体制を確保する観点を重視して
総合的に判断する。

 各レベルにおいて取り組むべき施策については，保健医療提供体制の確保・強化や感染
拡大防止措置，医療ひっ迫防止対策強化宣言の発令など，専門家の意見も踏まえ，総合
的に判断する。

 特に，本県は多くの有人離島を有しており，離島においては医療提供体制が脆弱である
ことから，レベルに関係なく，必要な対策を早期に実施するなど，離島の特殊性を踏ま
えて，総合的に判断する。
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講ずべき施策の主なもの(例)

【レベル１・２共通】
◆ 保健医療体制の確保
・検査キットや解熱鎮痛剤の購入の呼びかけ
・病床の確保（医療機関への協力要請等）
・自宅療養者への対応（相談，配送体制の強化等）
・高齢者施設等への医療支援

◆ 感染拡大防止措置等
○県民への呼びかけ
・基本的な感染防止対策の徹底
・ワクチン接種の促進
・飲食店における感染防止対策への協力
※第三者認証店以外での飲食は，同一グループの同一テーブル４人以下（レベル２のみ）

・無料のＰＣＲ検査等の活用（レベル２のみ）
○事業者への呼びかけ
・高齢者施設における感染防止対策
・学校における感染防止対策
・在宅勤務（ﾃﾚﾜｰｸ）の推進，従業員の体調管理の徹底等
・イベント等における感染防止対策の徹底
・効果的な換気の徹底

◆「医療ひっ迫防止対策強化宣言」の発令

○県民・事業者等への要請（法２４条の９）
・混雑した場所や感染リスクが高い場所への外出等を控える
・会食時の大声や長時間の回避

◆保健医療体制の強化
○医療機関の適正受診等の呼びかけ
○高齢者施設等への医療支援の強化

◆感染拡大防止対策の強化
○無料ＰＣＲ等検査の積極的な活用
○高齢者施設における感染防止対策
（オンライン面会，３ない運動の徹底，施設内における換気の徹底等）

※上記施策を講じても感染拡大が継続する場合には，「医療非常事態宣言」
を発令し，より強力な要請・呼びかけを行う

◆ 更なる一般医療の制限
◆ 災害医療的な対応（国等へ医療人材の派遣等を要請）

（※１） 最大確保病床使用率は，県病床確保計画に基づく一般フェーズの場合は，一般フェーズの最大確保病床数を，緊急フェーズの場合は適用中のフェーズの確保
病床数を分母とする

医療機能不全期

考慮する事象等

〇保健医療の負荷の状況
•発熱外来患者の増加
•救急外来患者の増加
•入院医療の負荷が増大
•重点医療機関における医
療従事者の欠勤者の増加
•医療機関における集団感
染の増加
•自宅療養中や施設内療養
中の死亡者の発生
•救急搬送困難事案の増加
•救急車を要請されても対
応できない事案の発生

〇社会経済活動の状況
•職場等での欠勤者の増加

○感染状況
•新規陽性者の増加

◇参考とする数値
•重症者数
•中等症Ⅱ患者数
•療養者数（人口10万人当
たり）
•ＰＣＲ陽性率（直近１週間）
•新規陽性者数 （直近１週
間・人口10万人当たり）
•新規陽性者数比較（今週
先週比）

など


